
※主な事業とは、市が実施しようとする新規事業・投資的経費等を中心に抜粋したもので、市が行う全ての事業を掲載したものではありません。

学校教育部 （単位：千円）

担当課 事項 要求額 要　求　内　容 査定額 査定理由

学校教育
課

小中一貫教育全国サ
ミットinなら

6,852
奈良市が推進してきた小中一貫教育の様々な取組を発信する機会となる、
全国サミットを開催する。

5,500 Ｂ

学校教育
課

スーパーグローバルハ
イスクール事業

19,475
一条高等学校において、グローバルリーダーの育成を目指し、大学や企業
との連携事業や課題研究のためのフィールドワークを実施する。

18,200 Ｂ

学校教育
課

フューチャースクール構
想実証事業

29,819
モデル校４校において小４から小６を対象に反転学習やアクティブラーニン
グ等の新しい学習法による取組を実施する。

21,470 Ｂ

学校教育
課

学校体育用備品購入経
費

14,565
各小学校・中学校で開催される体育大会等で、児童・生徒の熱中症対策の
ために必要となるテントを購入する。

6,800 Ｂ

学校教育
課

教育活動指導者派遣事
業

19,431
各市立学校の子どもたちに対するきめ細やかな指導と円滑な教育活動に向
けて、部活動指導をはじめ、専門的な指導が可能な人材を派遣する。

19,400 Ｂ

学校教育
課

子どもによるプレゼン
テーション

723
グローバル人材として必要となる、表現力やコミュニケーション能力を身に
付けるため、小・中学生によるプレゼンテーション大会を開催する。

700 Ｂ

学校教育
課

奈良市キャリア教育推
進事業

2,495
これからの時代を生きていくために必要な力を養うため、起業家精神や起
業家的資質・能力の育成を行う。

2,495 Ａ

保健給食
課

自校炊飯事業 34,152
地産地消を推進するため、学校給食で提供する米飯の自校炊飯を実施す
る。

19,600 Ｃ

保健給食
課

中学校給食実施 1,094,628 第４期校５校の給食室建建設工事及び備品・消耗品等を整備する。 991,000 Ｂ

保健給食
課

中学校給食調理業務委
託

24,654 給食調理業務を民間委託する。（第３期校） 11,500 Ｂ

保健給食
課

小学校給食調理業務委
託

54,066 給食調理業務を民間委託する。（５小学校） 53,900 Ｂ

地域教育
課

バンビーホーム指導員
体制変更

124,081
時間延長及び国の設置基準制定に伴い、指導員の勤務体制を変更する。
また主任制度を新設する。

78,953 Ｂ

地域教育
課

学童保育システム改修経
費

3,583
児童育成料のコンビ二収納及びゆうちょ銀行での口座振替、またおやつ代
等実費分の徴収を市で行うためのシステム改修を行う。

0 Ｅ

地域教育
課

放課後児童健全育成事
業補助金

1,471 民間の放課後児童健全育成事業実施施設への補助金 0 Ｅ

地域教育
課

バンビーホーム学習プ
ログラム導入事業

8,474
バンビーホームにおいて民間学習塾等のノウハウを取り入れるために、学
習プログラム導入事業をモデル実施する。

8,430 Ｂ

地域教育
課

伏見南バンビーホーム
建設

50,430 老朽化・狭隘化した、伏見南バンビーホームの改築を行う。 43,000 Ｂ

地域教育
課

左京バンビーホーム建
設

40,946 狭隘化した、左京バンビーホームの増築を行う。 0 Ｄ

地域教育
課

柳生バンビーホーム改
修

11,902 柳生小学校を利用し実施している、柳生バンビ－ホームの改修を行う。 0 Ｄ

教育支援
課

教職員教科等研修経費 18,329
教育センターを拠点とした集合型の研修を改革するとともに、教員一人一人
の指導力向上を目指した訪問型研修を実施する。

18,329 Ａ

教育支援
課

教育メディア推進経費 9,102
教員の指導力と児童生徒の学習意欲の向上を図るため、様々なメディア教
材を開発し、提供できるクラウド環境等を構築・整備する。

7,902 Ｂ

教育相談
課

小学校スクールカウン
セラーの拡充

3,025
学校における教育相談業務の充実を図るため、スクールカウンセラーの配
置要望のある小学校１０校に追加配置を行う。

2,698 Ｂ

平成27年度　主な事業の要求・査定状況



査定理由 Ａ：要求どおり全額を認めているもの

Ｂ：単価・数量・金額を精査し、所要額を予算措置したもの

Ｃ：実施方法の変更や内容の見直しを行い、所要額を予算措置したもの

Ｄ：優先順位をつけ、一部もしくは全部を次年度以降に先送りしたもの

Ｅ：実施時期・事業効果の検討等、内容調整が必要と判断したもの

Ｆ：国の補正予算を活用して、一部もしくは全部を平成26年度に前倒ししたもの


